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はじめに                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               

 

本市における内部統制の取組は、過去に発生した不祥事、不適切な事務処理事案を教訓

に、「内部統制」の体制を構築していくことで、市民から信頼される市政運営と質の高い

行政運営をすべての職員で取り組む自治体をめざすものです。 

２０２１年（令和３年）４月に策定した、「泉南市内部統制制度に関するガイドライ

ン」に基づき、財務に関する事務に潜むリスクの想定と、その対処方針をあらかじめ定め

ておくことの必要性、 また、リスク発生時における対処内容・再発防止策等の記録とそ

の後の業務見直しの重要性に重点を置くことを基本とし推進してきました。 

令和６年度は、導入時より取り組んでいる「リスク事案の共有」、「会計事務に関する研

修や日常業務の見直し」「職場内で協力・相談できる環境づくり」等のほか、令和５年度

に「委託契約に関する財務事務の執行について」をテーマとした包括外部監査において指

摘された内容を受け、改めて市として入札・契約に関するルールの検討を進め、適宜イン

トラネット（内部ネットワーク）の庁内掲示板等を通じて適正な事務が執行できるよう周

知を行いました。また、包括外部監査の実施に伴い見えてきた課題に取り組むことで、一

層の内部統制の充実を図り、市民から信頼される市政運営と質の高い行政運営に、職員一

丸となって取り組んできました。 

この報告書は、こうした本市における内部統制を構築している令和６年度の一連の取組

結果をまとめたものです。 
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令和６年度泉南市内部統制評価報告書 

 

１【内部統制の整備及び運用に関する事項】 

泉南市長山本優真は、本市の内部統制の整備及び運用に責任を有しており、「泉南市

内部統制制度に関するガイドライン」（令和３年４月策定。以下「ガイドライン」とい

う。）に基づき、財務に関する事務に係る内部統制体制の整備及び運用を行っていま

す。その概要は補足事項・資料に記載のとおりです。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能

することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。しかし、想定外の

環境の変化等もあることから、内部統制の目的の達成を阻害するすべてのリスクを防止

し、当該リスクの顕在化を適時に発見することができない可能性があります。 

 

２【評価手続】 

泉南市においては、令和６年度を評価対象期間とし、令和７年３月 31 日を評価基準

日として、財務に関する事務についての内部統制の評価を実施しました。(過年度に執

行され、当該期間に発覚した事務の不備も含みます。) 

 

３【評価結果】 

令和６年度は、保健推進課において令和５年度に不適切な事務処理により、公金を紛

失した等の事案が発覚しました。当該事案は、各種関係法令及びマニュアルに基づいた

適正な処理が行われておらず、業務レベルの内部統制における重大な不備に該当するも

のですが、事案を矮小化することなく、市全体の問題と捉え、改めてこれまでの泉南市

の全庁的な内部統制においても、その実効性について一部が適正に機能していなかった

のではないかという視点から評価を行いました。 

事案の発覚後、年度末にかけて業務レベルの内部統制の是正だけでなく、全庁的な内

部統制においても精度の向上が図られており、次年度以降に向けて類する事案の再発抑

止の取組が実行されていると判断しました。 

 

４【不備の是正に関する事項】 

不適切な事務処理により、公金を紛失した等の事案については、保健推進課において、 

令和５年度の狂犬病予防関連業務の手数料 1,551,750 円のうち、917,050 円を紛失して

いることが判明したものです。 

令和５年度の手数料出納事務において、不適切な事務処理を行ったことにより、公金

の紛失及び収納事務の遅延並びに委託料の支払い誤りが生じました。 
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本事案の発生を真摯に受け止め、事案が発生した原因を調査するとともに、再発を防

止するため、今までの取組を一部見直した上で、すべての職員に行動指針及び服務等の

再周知や内部統制・コンプライアンス研修等を実施しました。 

また、すべての職場で職場環境を見つめなおす機会として、改めて職場状況チェック

シートによる点検を実施し、さらに、新たな取組として会計管理者による抜き打ち検査

を行うことで、適切な事務処理を徹底するよう努めました。 

令和７年度においては、公金の取扱いの重要性等を周知徹底するとともに、内部統制

制度によるチェック機能の実効性の確保に向けた制度運用の見直しに取り組み、今一度

職員自身が職務に責任を持ち適切な業務遂行につなげていけるよう、再発防止策を着実

に実施し、信頼回復に努めていきます。 

 

令和７年５月 26 日 

泉南市長 山本 優真 
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１ 全庁的な内部統制の評価  

ガイドラインに基づき、令和７年３月 31 日を評価基準日として次の表の「評価項目」

の欄にあげる事項ごとにそれぞれ同表の「内部統制の整備及び運用の状況」の欄に記載

した内容を踏まえ、内部統制の整備及び運用についての有効性を判断するものです。 

令和６年度は過年度に発生していた公金等紛失事案が発覚したことから、泉南市の財

務に関する事務に係る内部統制は、その実効性において一部が適正に機能していなかっ

たのではないかという視点に立ち、全庁的な内部統制についても規程や制度が整備され

ているか否かにとどまらず、有効に機能していたかどうかについて評価を行いました。 

その結果、事案の発覚を受け、年度末までに再発防止等の措置が講じられ、より精度

が向上したものについては、「措置済み」、従来からの取組が十分に奏功しているとして

措置が講じられなかったものは、「不備なし」としました。 

 

評価の基本

的な考え方 
評価項目 内部統制の整備及び運用の状況 

実施報告書 

該 当 箇 所 

統制環境 

１ 長は、誠

実性と倫理観

に対する姿勢

を表明してい

るか。 

１-１ 長は、地方公共団体が事

務を適正に管理及び執行する上

で、誠実性と倫理観が重要であ

ることを、自らの指示、行動及

び態度で示しているか。 

措置済み 

○本市における内部統制に関する基本的

な方針として、適正に行われることを確

保するためガイドラインに則り、業務運

営を行っている。 

○公金紛失等事案を受け、改めて職員自

身が職務に責任を持ち、適切な業務遂行

につなげていけるよう再発防止策を取り

まとめ、市長の命令により副本部長（副

市長）から通達を行っている。 

 

P.15 2 (1) ア 

 

 

 

P.15 2 (1) ア 

 

１-２ 長は、自らが組織に求め

る誠実性と倫理観を職員の行動

及び意思決定の指針となる具体

的な行動基準等として定め、職

員及び外部委託先、並びに、住

民等の理解を促進しているか。 

措置済み 

○服務規律の遵守について、「めざす職

員像」を定めた人材育成基本方針に則

り、各研修を実施している。また、イン

トラネット（内部ネットワーク）にも同

方針を掲示し、適宜閲覧できる環境を整

えている。 

○整備した体制や取組等について評価し

た報告書等、内部統制制度について市ホ

ームページに掲載し、委託先及び住民に

広く周知を図っている。また、職員につ

いては、毎月庁内掲示板において内部統

制に係る啓発記事を掲載している。 

 

P.17 2 (1) ウ 

 

 

 

 

 

P.17 2 (1) ウ 
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１-３ 長は、行動基準等の遵守

状況に係る評価プロセスを定

め、職員等が逸脱した場合に

は、適時にそれを把握し、適切

に是正措置を講じているか。 

不備なし 

○リスク事案について、報告体制や情報

共有の手続を定め、発生要因や再発防止

策等を全庁的に共有している。 

 

 

P.26 2 (2) イ 

 

２ 長は、内

部統制の目的

を達成するに

当たり、組織

構造、報告経

路及び適切な

権限と責任を

確立している

か。 

２-１ 長は、内部統制の目的を

達成するために適切な組織構造

について検討を行っているか。 

不備なし 

○市長を本部長、副市長・教育長を副本

部長、各部局長を本部員とした「行財政

改革推進本部会議」において、内部統制

の取組を総合的かつ効果的に推進し、部

局統制機能の充実に向けた取組等を協議

している。 

○「内部統制検討部会」では、内部統制

機能を担う関係各課が協力し、内部統制

を総合的かつ全庁的に推進するため、各

部局との調整、指導及び助言を行う等、

内部統制の取組について検討を行ってい

る。 

 

P.15 2 (1) イ 

 

 

 

 

 

P.15 2 (1) イ 

 

２-２ 長は、内部統制の目的を

達成するため、職員、部署及び

各種の会議体等ついて、それぞ

れの役割、責任及び権限を明確

に設定し、適時に見直しを図っ

ているか。 

３ 長は、内

部統制の目的

を達成するに

当たり、適切

な人事管理及

び教育研修を

行っている

か。 

３-１ 長は、内部統制の目的を

達成するために、必要な能力を

有する人材を確保及び配置し、

適切な指導や研修等により能力

を引き出すことを支援している

か。 

措置済み 

○公金紛失等事案を受け、改めて内部統

制制度について職員の理解を促進するこ

とで能力を引き出し、職員の公務員倫理

やコンプライアンスに関する意識向上を

図るため、管理監督職を対象に外部講師

を招き、グループワーク等も交えなが

ら、内部統制コンプライアンス研修を実

施している。また、同研修を全職員（任

期付職員、再任用職員、会計年度任用職

員を含む）にオンラインによる動画研修

として併せて実施している。 

〇泉南市人材育成基本方針を改定し、方

針に基づいた配置を実施している。 

 

P.15 2 (1) ア 

P.17 2（1）ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.17 2 (1) ウ 

 

３-２ 長は、職員等の内部統制

に対する責任の履行について、

人事評価等により動機付けを図

るとともに、逸脱行為に対する

適時かつ適切な対応を行ってい

るか。 

不備なし 

○職員本人及び上司による能力評価と業

績評価を職員にフィードバックする人事

評価制度や、マネジメントチェックシー

トを活用した上司のマネジメント力向

上、組織活性化を図っている。 

 

P.17 2 (1) ウ 
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○非違行為等に対しては、地方公務員法

に基づく懲戒処分がなされ、適時にその

結果が公表されている。 

P.15 2 (1) ア 

リスクの評価と対応 

４ 組織は、

内部統制の目

的に係るリス

クの評価と対

応ができるよ

うに、十分な

明確さを備え

た目標を明示

し、リスク評

価と対応のプ

ロセスを明確

にしている

か。 

４-１ 組織は、個々の業務に係

るリスクを識別し、評価と対応

を行うため、業務の目的及び業

務に配分することのできる人員

等の資源について検討を行い、

明確に示しているか。 

不備なし 

○全庁的に発生する可能性のある財務に

関する事務に潜むリスクを抽出し、対応

策を取りまとめたリスク点検票を作成し

ている。 

 

P.25 2（2）イ 

４-２ 組織は、リスクの評価と

対応のプロセスを明示するとと

もに、それに従ってリスクの評

価と対応が行われることを確保

しているか。 

措置済み 

○公金紛失等事案を受けて、各所管課に

おいて、リスク点検票を用いて課内の状

況を振り返り、年度末に自己評価を実施

し、その後「内部統制検討部会」で内部

統制の評価を行っている。 

○現金取り扱いマニュアルの策定及びそ

の実効性を確保するための対策を行って

いる。 

○リスク事案が発生した際には、対応プ

ロセス、再発防止策を明記したリスク事

案発生報告書を作成し、庁内で情報共有

を図っている。 

 

P.25 2（2）ア 

 

 

 

 

P.25 2（2）ア 

 

 

P.26 2（2）ウ 

５ 組織は、

内部統制の目

的に係るリス

クについて、

それらを識別

し、分類し、

分析し、評価

するとともに

評価結果に基

づいて、必要

に応じた対応

をとっている

か。 

５-１ 組織は、各部署におい

て、当該部署における内部統制

に係るリスクの識別を網羅的に

行っているか。 

不備なし 

○全庁的に発生する可能性のある財務に

関する事務に潜むリスクを抽出し、対応

策を取りまとめたリスク点検票を作成し

ている。 

 

P.25 2（2）イ 

 

５-２ 組織は、識別されたリス

クについて、以下のプロセスを

実施しているか。 

1）リスクが過去に経験したもの

であるか否か、全庁的なもので

あるか否かを分類する 

2）リスクに対していかなる対応

策をとるかの評価を行う 

3）リスクの対応策を具体的に特

定し、内部統制を整備する 

措置済み 

○全庁的に発生する可能性のある財務に

関する事務に潜むリスクを抽出し、対応

策を取りまとめたリスク点検票を作成し

ている。 

○公金紛失等事案を受けて、各所管課に

おいて、リスク点検票を用いて課内の状

況を振り返り、年度末に自己評価を実施

し、その後「内部統制検討部会」で内部

統制の評価を行っている。 

 

P.25 2（2）イ 

 

 

 

P.25 2（2）ア 
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○リスク事案が発生した際には、対応プ

ロセス、再発防止策を明記したリスク事

案発生報告書を作成し、庁内で情報共有

を図っている。 

P.26 2（2）ウ 

５-３ 組織は、リスク対応策の

特定に当たって、費用対効果を

勘案し、過剰な対応策をとって

いないか検討するとともに、事

後的に、その対応策の適切性を

検討しているか。 

措置済み 

○公金等紛失事案を受け、より実効性の

ある取組を実施するため、管理監督職を

対象に外部講師を招き、内部統制コンプ

ライアンス研修を実施している。また、

全職員を対象にオンラインによる動画研

修を併せて実施した。 

 

P.26 2（2）イ 

６ 組織は、

内部統制の目

的に係るリス

クの評価と対

応のプロセス

において、当

該組織に生じ

うる不正の可

能性について

検討している

か。 

６-１ 組織において、自らの地

方公共団体において過去に生じ

た不正及び他の団体等において

問題となった不正等が生じる可

能性について検討し、不正に対

する適切な防止策を策定すると

ともに、不正を適時に発見し、

適切な事後対応策をとるための

体制の整備を図っているか。 

措置済み 

○公金紛失等事案を受けて、各所管課に

おいて、リスク点検票を用いて課内の状

況を振り返り、年度末に自己評価を実施

し、その後「内部統制検討部会」で内部

統制の評価を行っている。 

○各所管課における現金取扱状況につい

て、会計管理者が直接検査を行う。 

○リスク事案が発生した際には、対応プ

ロセス、再発防止策を明記したリスク事

案発生報告書を作成し、庁内で情報共有

を図っている。 

○他の団体等において問題となった不正

等については、情報収集をするととも

に、必要に応じて庁内で情報共有する体

制を整備している。 

 

P.25 2（2）イ 

 

 

 

 

P.26 2（2）ウ 

 

P.26 2（2）ウ 

 

 

 

P.26 2（2）ウ 

 

統制活動 

７ 組織は、

リスクの評価

及び対応にお

いて決定され

た対応策につ

いて、各部署

における状況

に応じた具体

的な内部統制

の実施とその

７-１ 組織は、リスクの評価と

対応において決定された対応策

について、各部署において、実

際に指示通りに実施されている

か。 

不備なし 

○ガイドラインに基づき、内部統制の整

備、運用、点検、評価等について、「行

財政改革推進本部会議」において役割と

責任を明確にしながら取り組んでいる。 

○リスク事案が発生した際には、対応プ

ロセス、再発防止策を明記したリスク事

案発生報告書を作成し、庁内で情報共有

を図っている。 

○リスク事案発生報告書等、内部統制に

 

P.27 2（3）ア 

 

 

 

P.26 2（2）ウ 

 

 

 

P.15 2（1）ア 

７-２ 組織は、各職員の業務遂

行能力及び各部署の資源等を踏

まえ、統制活動についてその水

準を含め適切に管理している

か。 



 

 

8 

 

結果の把握を

行っている

か。 

関する日々の取組については、市長・副

市長をはじめ各部局長から組織された調

整会議にて随時報告し、推進する体制を

整えている。 

 

 

 

８ 組織は、

権限と責任の

明確化、職務

の分離、適時

かつ適切な承

認、業務の結

果の検討等に

ついての方針

及び手続を明

示し適切に実

施している

か。 

８-１ 組織は、内部統制の目的

に応じて、以下の事項を適切に

行っているか。 

1）権限と責任の明確化 

2）職務の分離 

3）適時かつ適切な承認 

4）業務の結果の検討 

不備なし 

○ガイドラインに基づき、内部統制の整

備、運用、点検、評価等について、「行

財政改革推進本部会議」において役割と

責任を明確にしながら取り組んでいる。 

○「内部統制検討部会」では、内部統制

機能を担う関係各課が協力し、内部統制

を総合的かつ全庁的に推進するため、各

部局との調整、指導及び助言を行う等、

内部統制の取組について総括している。 

○リスク事案発生報告書等、内部統制に

関する日々の取組については、市長・副

市長をはじめ各部局長で組織された調整

会議にて報告し、推進する体制を整えて

いる。 

 

P.28 2（3）イ 

 

 

 

P.15 2（1）イ 

 

 

 

 

P.15 2（1）ア 

 

 

 

８-２ 組織は、内部統制に係る

リスク対応策の実施結果につい

て、担当者による報告を求め、

事後的な評価及び必要に応じた

是正措置を行っているか。 

不備なし 

○各所管課において、リスク点検票に基

づく取組の実施状況を確認するため、日

常的なモニタリング、定期的な振り返り

を行っている。 

○リスク事案が発生した際には、対応プ

ロセス、再発防止策を明記したリスク事

案発生報告書を作成し、庁内で情報共有

を図っている。 

 

P.29 2（5）ア 

 

 

 

P.26 2（2）ウ 

 

情報と伝達 

９ 組織は、

内部統制の目

的に係る信頼

性のある十分

な情報を作成

９-１ 組織は、必要な情報につ

いて、信頼ある情報が作成され

る体制を構築しているか。 

不備なし 

○内部通報に係る相談・通報窓口を設置

し、不適切な事務処理による情報作成が

行われた場合にも把握できる体制を整え

ている。 

 

P.28 2（4）ア 
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しているか。 ９-２ 組織は、必要な情報につ

いて、費用対効果を踏まえつ

つ、外部からの情報を活用する

ことを図っているか。 

不備なし 

○パブリックコメントや第三者評価等を

通じて、市民の意見や要望を聴き、市政

運営、政策等に反映することに努めてい

る。 

 

P.28 2（4）ア 

 

10 組織は、

組織内外の情

報について、

その入手、必

要とする部署

への伝達及び

適切な管理の

方針と手続を

定めて実施し

ているか。 

10-１ 組織は、作成された情報

及び外部から入手した情報が、

それらを必要とする部署及び職

員に適時かつ適切に伝達される

ような体制を構築しているか。 

不備なし 

○庁内で作成した文書や外部から到達し

た文書を、文書管理システム等で管理

し、適時かつ適切に処理する体制を構築

している。 

 

P.28 2（4）イ 

 

10-２ 組織は、組織内における

状況提供及び組織外からの情報

提供に対して、かかる情報が適

時かつ適切に利用される体制を

構築するとともに、当該情報提

供をしたことを理由として不利

な取扱いを受けないことを確保

するための体制を構築している

か。 

不備なし 

○内部通報の運用に際しては、通報者が

不利な取扱いを受けないことを泉南市職

員等の内部通報に関する要綱において定

め、通報者を保護し、不利益な取扱いを

受けない制度が構築されている。 

 

 

P.28 2（4）イ 

 

 

 

モニタリング 

11 組織は、

内部統制の基

本的要素が存

在し、機能し

ていることを

確かめるため

に、日常的モ

ニタリング及

び独立的評価

を行っている

か。 

11-１ 組織は、内部統制の整備

及び運用に関して、組織の状況

に応じたバランスの考慮の下

で、日常的モニタリング及び独

立的評価を実施するとともに、

それに基づく内部統制の是正及

び改善等を実施しているか。 

不備なし 

○各所管課において、リスク点検票に基

づく取組の実施状況を確認するため、日

常的なモニタリング、定期的な振り返り

を行っている。 

○ガイドラインに基づき、整備した体制

や取組等について評価した報告書を作成

している。 

 

P.29 2（5）ア 

 

 

 

P.13 1  
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２ 内部統制の業務レベル評価 

  財務に関する事務について、共通するリスク、対応策等を全庁的に取りまとめ注意喚

起している 16項目をチェック項目として設定し、全 50課等（室、園、センター等を含

む）において当該チェック項目で示された不備の発生を防止できたかについて、評価を

実施しました。不備は整備状況で 10 件、運用状況で 12件ありました。当該結果につい

ては、内容を精査し、必要に応じてリスクの具体例や対応策としてリスク点検票に追加

します。なお、うち１件の過年度に発生した公金等紛失事案を重大な不備と判断してい

ます。 

 

チェック項目と不備の件数

① 説明責任の欠如 3 0

②
進捗管理の未実施
意思決定プロセスの無視

1 0

③ 情報隠ぺい 0 0

④ 不正・不当要求 0 0

⑤ 職員・委託業者とのトラブル 1 0

⑥ 書類の偽造、隠ぺい 0 0

⑦
郵送時の手続きミス（書類不備・相手先誤
り）

0 1

⑧ 証明書等の発行誤り 0 0

⑨ 個人・機密情報漏えい・紛失等 0 0

⑩ 時間外勤務実績の登録・確認の不備 0 0

⑪ 旅費の支給事務の不備 0 0

⑫ 徴収金額の誤り（過大・過少） 0 2

⑬
支払い誤り（財務システムの入力ミス・二重
入力のミスを含む）

2 5

⑭ 不十分な資産管理 1 1

⑮ 固定資産の処分誤り 0 0

⑯
その他（指名登録業者の未確認・印刷情報
の記載誤り等）

2 3

チェック項目
令和6年度における不備

整備状況 運用状況

※過年度に発生し、令和６年度に発覚したもの 

※ 
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３ 内部統制の重大な不備と是正に関する事項 

内部統制の重大な不備とは、財務事務に関する不備として、地方公共団体・住民に対

し大きな経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いもの、もしくは実際に生じ

させたものをいい、その影響度の大きさから速やかな是正が求められます。 

令和６年度は令和５年度に執行された事務において、業務レベルの内部統制における

重大な不備に該当する事案として下記１件が該当し、速やかに是正措置を講じました。 

また、本事案を受けて、全庁的な内部統制についても新たな取組を行い、体制の整備

を行いました。 

№１ 公金紛失等事案 

所 管 課 健康子ども部保健推進課 分類 ⑭不十分な資産管理 

不備の概要及び 

不備により生じた 

影響 

●令和６年６月初旬、令和５年度の狂犬病予防関連業務の手数料

1,551,750 円のうち 917,050 円を紛失していることが判明した。 

●令和５年度の手数料出納事務において、不適切な事務処理を 

行ったことにより、公金の紛失及び収納事務の遅延、並びに、委託

料の支払い誤りが生じたもの。 

 

不備の原因 ●現金取扱業務において、出納員及び現金取扱員が市財務規則等に

基づいた適切な事務を怠った。 

●内部統制制度における出納事務チェックシートやリスク点検票の

取組において事務の状況を確認せず、チェック機能が果たされ 

なかった。 

●令和５年度定期監査において事務の現状を確認せず、問題なしと

の旨の対応を行った。 

 

是 

正 

の 

状 

況 

進捗状況 ☑対応済     □対応中     □未対応 

不備事案へ

の対応 

事案確認後、速やかに 

●担当職員等に対し出納事務の実施状況や公金の管理状況などに 

ついて聴き取り調査等を行い、泉南警察書に被害届を提出。 

●本事案に関する関係職員への懲戒処分等 ４名 

（管理監督責任による懲戒処分 １名を含む） 
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是正後の内

部統制の状

況 

●公金を紛失したという事態を重く受け止め、以下の再発防止策に

取り組む。 

【新たに取組を行うもの】 

（１）マニュアルの再整備と周知徹底 

全庁の統一マニュアル及び各課の業務マニュアルの再整備と

所属職員への周知徹底 

（２）マニュアルの実効性の確保策 

  ① 全庁の統一マニュアルの周知徹底に向けた会計事務研修の

実施 

  ② 出納事務チェックシートやリスク点検票の回答様式変更、

制度目的の徹底によるセルフチェック機能の適切な運用 

  ③ 会計管理者による検査を創設し、第三者の視点による 

チェック機能の強化 

【取組を継続するもの】 

（１）事務取扱手順の適正化 

   行動指針及び職員の服務等の再周知 

（２）研修の徹底 

  「内部統制・コンプライアンス研修」及び「マネジメント研

修」の実施 

（３）管理職マネジメント能力の向上 

  「職場状況チェックシート」による調査の実施 
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令和６年度泉南市内部統制実施報告書 ＜補足事項・資料＞ 

１ 実施概要～令和６年度の内部統制に関する取組状況～ 

 

(1) 評価対象 

「泉南市内部統制制度に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という）

に基づいた具体的取組のうち、リスク管理については、財務に関する事務を評価の

対象とします。また、対象となる組織はすべての所管課となります。 

 

(2) 評価対象期間及び評価基準日 

評価対象期間は令和６年４月１日から令和７年３月 31日まで、評価基準日は令

和７年３月 31日とします。 

 

(3) 評価項目 

評価は、全庁的な内部統制の評価と業務レベルの内部統制の評価の大きく２つに

分けて行います。 

全庁的な内部統制とは、「ガイドライン」に基づく５つの基本的要素を構成する

全庁的な体制整備及び取組をいいます。 

全庁的な内部統制の評価については、ガイドライン別紙１「地方公共団体の全庁

的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」によるものとします。 

業務レベルの内部統制とは、全庁的な内部統制のもと、各業務に関するリスクを

識別・分類し、分析・評価した上で、リスク対応策を整備・運用することをいいま

す。 

 

(4) 評価方法 

 【共通】 

この内部統制の評価及び評価報告書は、内部統制検討部会が中心となり原案を作

成し、行財政改革推進本部会議でその原案について審議し、承認を得た上で確定し

ました。 

   

 【全庁的な内部統制の評価】 

基本方針に掲げる５つの基本的要素を構成する全庁的な取組等を全庁照会等で調

査し、評価項目毎に取組等を分類しました。 

各評価項目に対応した有効な取組等が存在するか、取組等の整備上の問題点はな

いか、適切に運用されているかについて確認し、評価を行いました。 
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 【業務レベルの内部統制の評価】 

各所管課においてリスク点検票について自己評価を行いました。内部統制検討部

会は、提出された自己評価シートを確認し、取りまとめ、独立的評価を加えた評価

案を作成しました。 

 

 【重大な不備の評価方法】 

重大な不備とは、ガイドラインにおいて、「事務の管理及び執行が法令に適合し

ていない、又は適正に行われていないことにより、地方公共団体・住民に対し大き

な経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いものもしくは実際に生じさせ

たもの」とされています。 

一方で、ガイドラインでは重大な不備に係る具体的な判断基準が示されていない

ため、本市においては、下記の８つの基準を設け、これらの基準を参考にして、重

大な不備に該当するかどうかを総合的に判断することとします。 

 

 ＜重大な不備の判断基準＞ 

  ア 市民の信用を大きく損なうものか 

  イ 報道提供されている、又は報道されたものか 

  ウ 同様の不備が多くの所属で発生しているものか 

  エ 一所属で多くの不備が発生しているものか 

  オ 影響額が大きいものか 

  カ 過去の監査等で指摘された不備を、同一の所属で再発させているものか 

    キ 過去に発生した重大な不備と同様の事例にあるものか 

    ク 不備への対応がなされていないものか（整備上の不備の放置、運用上の不備

の再発防止策が不適切） 

 

(5) 評価手順・スケジュール 

令和７年３月     リスク点検票に関する自己評価の依頼（行財政改革課⇒全庁）  

              全庁的な内部統制に係る取組状況報告（内部統制検討部会） 

   令和７年４月～５月  評価報告書原案作成（内部統制検討部会） 

              評価報告書原案の審議・決定（行財政改革推進本部会議） 

 

(6) これまでの内部統制による取組等 

これまでの内部統制により把握することができたリスク事案や業務の実施状況等

を鑑み、内部統制をより効果的に実施するため、「２．全庁的な内部統制の取組」

と「３．業務レベルの内部統制の取組」について、令和６年度からの新たな取組、

及びこれまでの取組を変更した内容を２重下線部として示しています。 
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２ 全庁的な内部統制の取組 

(1) 統制環境 

  ア 誠実性と倫理観に対する姿勢の表明 

市の事務について法令を遵守し、適正に管理及び執行するためには、組織及び職

員にとって、誠実性と倫理観が何より重要となります。 

本市では、市長自らが本部長を務める行財政改革推進本部会議や、特別職・部局

長で組織される調整会議等において、組織と職員に対してその重要性を表明すると

ともに、自らの行動及び態度で示しています。 

個々の事務執行に関しては、ガイドラインを定め、これらをイントラネット（内

部ネットワーク）に掲示することにより職員へ周知するとともに、上記の行動基準

等を明らかにし、職員の理解の促進を図っています。併せて、市民の方に対しても

市ホームページへの掲載により、周知を図っています。 

また、令和６年６月に判明した公金紛失等事案を受け、改めて職員自身が職務に

責任を持ち適正な処理を徹底するよう、市長の命令により副本部長（副市長）から

通達を行いました。マニュアルの実効性の確保の取組として、管理監督職を対象と

した外部講師による内部統制コンプライアンス研修の実施、並びに、同研修を全職

員（任期付職員、再任用職員、会計年度任用職員を含む）にオンラインによる動画

研修として併せて実施しました。法令違反等が判明した場合は、各所管課から市長

に対して直ちに報告することを求め、職員等に対しては、懲戒処分等により是正措

置を講じることとしています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 内部統制の目的達成に向けた組織構造等の確立 

本市が取り組むべき内部統制の取組について総合的かつ効果的に推進するため、

市長を本部長とする「行財政改革推進本部会議」を設置しています。 

また、各部局間の調整、指導及び助言を行い、内部統制の全庁的な推進を統括す

る役割を担うため、本部会議の下に、会計課、秘書人事課、契約検査課、行財政改

革課の長等で構成する内部統制検討部会を設置しています。 

 

 

＜令和６年度実績＞ 

●公金紛失等事案を受け、改めて職員自身が職務に責任を持ち、適切な業務遂行

につなげていけるよう再発防止策を取りまとめ、市長の命令により 12 月に副

本部長（副市長）から通達を行いました。 
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＜令和６年度実績＞ 

●行財政改革推進本部会議（内部統制関係）：１回開催 

●内部統制検討部会：５回開催 

 

推進体制イメージ 
 

行財政改革推進本部会議 
         本 部 長：市長 

         副本部長：副市長・教育長 

         事 務 局：行財政改革課 
 

内部統制検討部会 
       内部統制機能を担う関係各課 

会計課、秘書人事課、 

契約検査課、行財政改革課 

 

⇓ 
各 部 局 長 等 

部局内の内部統制責任者 

⇓ 
所 属 長 

日常業務に関するチェック、リスクへの対応  

⇓ 
職  員 

法令や事務取扱手順の遵守 
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＜令和６年度実績＞ 

●市ホームページで周知啓発 

内部統制制度について、ホームページを通じて市民に周知を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●市ホームページに令和 3 年度～令和 5 年度の報告書・概要版を掲載 

 

 

  ウ 内部統制の目的達成に向けた人事管理及び教育研修 

  (ｱ) 人材の確保及び配置並びに職員教育 

内部統制の目的達成に向けて、設置した組織等の構成員となる職員一人ひと

りがそれぞれの役割を認識し、それに見合った能力を身につける必要がありま

す。 

本市では全職員への内部統制・コンプライアンス研修を実施するとともに、

その職責に応じた役割を果たすため、職場マネジメント、現金取扱い業務に関

する研修を実施しました。さらに、服務規律の遵守について、「めざす職員像」

を定めた人材育成基本方針に則り、各研修を実施しました。また、イントラネ

ット（内部ネットワーク）に同方針を掲示し、職員が必要に応じて閲覧できる

環境を整えています。 

令和６年度の目的達成に向けた研修等の実績については、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

また、内部統制制度についてホームページを通じて市民に周知するとともに、

イントラネット（内部ネットワーク）を使用し、職員への周知を兼ねた掲示によ

る研修も行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和６年度実績＞ 

P.33 ３．業務レベルの内部統制の取組 （2）内部統制検討部会による評価 

ウ 研修の徹底 参照 

 



 

 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和６年度実績＞ 

●庁内掲示板による周知研修 

 内部統制における様々な取組について、職員向けに庁内掲示板で、毎月掲載し

ました。 

①リスク事案発生報告書（４月 30 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②引継ぎの徹底（５月 31 日配信） 
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③課内スケジュールの共有（６月 24 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④服務規律とは（７月 26 日配信） 
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⑤リスク点検票（８月 28 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥内部統制の取組とリスク点検（９月 30 日配信） 
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⑦他の自治体での重大な不備（10 月 29 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧風通しの良い職場とは（12 月５日配信） 
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⑨適正な事務処理の執行等について（１月６日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩内部統制・コンプライアンス研修（1 月 23 日配信） 
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⑪51.現金取扱マニュアルの見直し（2 月 26 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫52.引継ぎの徹底（2 月 28 日配信） 
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⑬リスク点検自己評価（３月 17 日配信） 
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(ｲ) 人事評価による動機付け 

職員の内部統制に対する責任の履行については、人事評価等による動機付け

や、逸脱行為に対する適時かつ適切な対応が求められます。 

本市では、毎年度、職員各々の能力評価と業績評価を行い、そのうち倫理や正

確性、業務改善といった能力及び業務目標に対する動機付けを図っています。 

令和６年度については、新しい人事評価システム、「タレントパレット」を活

用し、令和５年度から刷新した人事評価制度のもと、新たに監督職を 1次評価者

とすることで、より身近な存在を評価者としました。期首面談、中間面談を通し

て、これまで以上に職場環境が風通しの良いものであるか、職場での課題を組織

全体で共有しているか等、職場の状況を見える化しました。 

  

 

 

 

 

 (2) リスク評価と対応 

ア リスクの評価と対応のプロセス 

組織は、リスクの評価と対応のプロセスを明示するとともに、それに従ってリ

スクの評価と対応が行われる体制を確保することが必要になります。 

本市では、ガイドラインに基づき、リスク評価と対応プロセスを明示し、対応

が行われることを確保しています。 

また、公金紛失事案等の発生を受けて、現金取り扱いマニュアルを改定すると

ともに、実効性の確保策としてリスク点検票についても、点検票作成段階で所属

長や担当者のみが漫然と作成することのないよう取り扱いを改めました。（P.30、

32 に詳細） 

 

イ リスクの識別・分類・分析・評価・対応 

(ｱ) 各所管課におけるリスクの識別 

本市では、ガイドラインに基づき、財務に関する業務におけるリスクについ

て見える化しています。 

また、過去の経験から、対象事務に係る各所管課特有のリスクについても必

要に応じて追記し、リスク点検票として見える化しています。 

 

(ｲ) 識別されたリスクに係る評価プロセス 

識別されたリスクに係る本市での評価プロセスは、各所管課から提出された

リスクの具体例や対応策について、全庁的に共通するものであるかを総合的に

判断し、必要に応じてリスク点検票に追記し、令和６年度のリスク点検票とし

て全庁的に共有しています。 

＜令和６年度実績＞ 

P.34 ３．業務レベルの内部統制の取組 （2）内部統制検討部会による評価 

エ 管理職マネジメント能力の向上 参照 
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年度末に、リスク点検票を振り返り、年度末に各所管課における自己評価を

実施し、「内部統制検討部会」で内部統制の評価を行いました。 

 

(ｳ) 費用対効果を勘案した検討と事後検証 

リスク対応策の特定に当たっては、費用対効果を勘案し、過剰な対応を取っ

ていないか検討するとともに、事後的に、その対応策の適切性を検討すること

が求められています。 

本市では、これまでの不祥事における取組を再確認し、新たな業務が増えな

いよう努め、本取組を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 不正の可能性に対する措置 

内部統制においては、過去に生じた不正及び他の団体等において問題となった

不正等が生じる可能性について検証し、不正に対する適切な防護・防止策を策定

するとともに、不正を速やかに発見し、適切な事後対応策をとるための体制の整

備を図ることが求められています。 

本市では過去の不祥事に対する取組を再度検証し、職員への周知を図ることで

再発防止に努めます。また、万が一リスクが発生した場合は、リスク事案発生報

告書を作成し庁内掲示板に掲載することで情報共有を図り再発防止に努めます。 

さらに、他団体等における不正事案のうち、本市でも可能性のあるものについ

て、全庁的に共有し、不正の発生を防止しています。また、財務規則を改正し、

会計管理者による検査規定を新設しました。（P.32 に詳細） 

  

＜令和６年度実績＞ 

●公金紛失等事案を受け、より実効性のある取組を実施するため、管理監督職を

対象に外部講師を招き、内部統制コンプライアンス研修を実施しました。また、

全職員（任期付職員、再任用職員、会計年度任用職員を含む）を対象にオンラ

インによる動画研修を併せて実施しました。 

●全庁的に発生する可能性のあるリスクについて一覧表を作成し、各課での対応

策について庁内で情報共有を図りました。 

 

＜令和６年度実績＞ 

●リスク事案発生時にリスク事案発生報告書を 12 件作成し、庁内掲示板に掲載

することで情報共有を図り再発防止に努めました。 

●他団体等で発生した不正事案のうち、泉南市においても発生する可能性がある

ものについて、庁内で情報共有を図りました。 
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 (3) 統制活動 

ア 各部局・各所属における業務レベルの取組 

各所管課における令和６年度の取組は次のとおりです。 

内部統制の取組について、総合的かつ効果的に推進するため、市長を本部長と

する「行財政改革推進本部会議」や「内部統制検討部会」を設置し、各部局との

調整、指導及び助言を行う等、統括する役割を担い、内部統制の総合的かつ全庁

的な推進を図りました。 

また、全庁共通リスクとリスク対応策については、全庁的な対応策を取りまと

め、各所管課でのリスクに対する整備・運用状況について自己評価を行いまし

た。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜令和６年度実績＞ 

 

運用期間 令和６年４月１日から令和７年３月 31 日 

対象部局 市長部局、教育委員会、議会、各種委員会事務局 

対象所属 対象部局の各課等（室、園、センター等含む） 

実施所属 計 50 課等（実施率 100％） 

実施概要 ４月～10 月 ガイドラインに基づき、各所管課で取組を実施 

↓ 

９月～１月  内部統制検討部会において、各々のチェック 

↓     シート等に沿って、モニタリングを実施 

３月～４月  各所管課でリスクに対する整備・運用状況に 

↓     ついて自己評価を実施 

４月     年間評価 

実施結果 整備状況自己評価…不備あり   7 課（14％） 

         不備なし   42 課（86％） 

 

運用状況自己評価…不備あり   10 課（20％） 

不備なし   40 課（80％） 

 

            ※課（室、園、センター等含む） 
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イ 権限と責任の明確化と業務結果の検討等 

 (ｱ) 権限と責任の明確化 

本市では、ガイドラインにより、「行財政改革推進本部会議」を設置し、内部

統制の目的達成に向けて、権限と責任を明確化し、職務の分離、適時かつ適切

な承認及び業務の結果の検討等、役割と責任を明確にしながら全庁一体で推進

する体制を確保しています。 

 

(ｲ) 事務的な評価及び是正措置 

内部統制に係るリスク対応策の実施結果については、所属長による報告を求

め、事後的な評価及び必要に応じた是正措置が求められています。 

本市では、各所属の自己評価については、各所属内で適切な評価を行った上

で情報共有を行い、必要に応じた是正措置を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 情報と伝達 

ア 信頼性のある十分な情報の作成 

(ｱ) 信頼ある情報が作成される体制の構築 

本市では、不適切な事務処理による情報作成を把握するため、職員等からの

通報処理に関する要綱を定め、いわゆる内部通報に係る通報窓口を設置し、信

頼ある情報が作成される体制を構築しています。 

 

(ｲ) 外部からの情報の活用と外部への発信 

本市では、パブリックコメントや第三者評価等を通じて、市民の意見を聴

き、市政運営、政策等に反映することに努めています。 

 

イ 組織内外の情報の入手と伝達及び管理 

(ｱ) 作成された情報及び外部情報の伝達・利用体験 

本市では、外部からの情報について、適宜、担当部署に伝達され、担当部署

が内容を確認し、必要な対応を行っています。 

 

  

＜令和６年度実績＞ 

P.30,31 ３．業務レベルの内部統制の取組  

（1）所管課による内部統制の自己評価 ア リスク点検票 

（2）内部統制検討部会による評価   イ リスク管理 参照 
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(ｲ) 情報提供による不利な取扱いを受けないことの確保 

本市では、職員等からの通報処理に関する要綱により、通報者が保護され、

不当な取扱いを受けないことを定めています。 

 

(5) モニタリング 

ア 日常的モニタリング 

日常的モニタリングとは、通常の業務に組み込まれた一連の手続を実施するこ

とで、内部統制の有効性を継続的に検討・評価することを言い、組織はその仕組

みを導入し、実施の結果、発見された不備については、その都度、是正・改善す

ることが求められています。 

なお、所管課で実施される自己点検及び自己評価も日常的モニタリングに含ま

れ、年度当初に自己点検、年度末には自己評価を行うことで、それぞれの所管課

における業務の継続性が求められます。 

 

イ 独立的評価 

独立的評価とは、日常的モニタリングでは発見できないような組織運営上の問

題がないかを、内部統制検討部会による別の視点から評価するために定期的に行

うものを言い、組織はその仕組みを導入し、評価において発見された不備につい

ては、その都度、是正・改善することが求められます。 

 

ウ モニタリングに応じた改善結果の把握 

モニタリングの指摘により発見された不備については、適時に是正・改善の責

任を負う職員に伝達され、速やかに改善を図った上で、その対応結果を内部統制

検討部会に報告することが求められます。 

 

 

 

 

  

＜令和６年度実績＞ 

P.31 ３．業務レベルの内部統制の取組 （2）内部統制検討部会による評価 参照 

 



 

 

30 

 

３ 業務レベルの内部統制の取組 

(1) 所管課による内部統制の自己評価 

ア リスク点検票 

財務に関する業務におけるリスクについて、全庁共通リスクとリスク対応策を全

課で調査し、事前にリスク（事務処理ミス）が起こらないように見える化するため

令和３年６月末に全庁的な対応策をとりまとめ、所管課内のリスク・対応策の把

握、職員の意識向上等を図りました。 

また、年度末には、各所管課でのリスクに対する整備・運用状況について自己評

価を行いました。 

自己評価を行う中で、1年間のリスク対応策について改めて確認することがで

き、対応策として想定していない、想定はしていたが実際にはできていない、リス

ク事案が発生してしまったといった整備・運用に関する不備が一部見受けられまし

た。（運用に関する不備については、P.31 に記載。）令和６年度に判明した公金紛

失等事案の発生を受け、「マニュアルの実効性の確保」の取組として、11月に管理

監督職に対し内部統制コンプライアンス研修を実施しました。研修では内部統制制

度におけるリスク点検票をテーマとしたグループワークを行い、リスク管理の重要

性について理解を深めました。また、年度当初にリスク点検票の見直しを行い、年

度末の自己評価では評価の際の注意事項について改めて周知しました。点検票の提

出前に、所管課において実務担当者へのヒアリング、異動があった場合の後任所属

長への引継ぎ等について確認が適切に行われるよう、チェック欄を裏面に設け周知

を図ることで、各所管課でのチェック方法に差が生じないよう注意を促しました。 

 

  
＜令和６年度実績＞ 

P.11  2 内部統制の業務レベル評価 参照 

 

【整備状況の不備】 

●マニュアル等は作成し整備しているが、すべての職員に周知徹底できていなかった。 

●業務の進捗管理について、一定把握はしているが定期的なミーティングや 

管理表等による管理はできていなかった。 

●書類郵送時の内容書類のダブルチェックの確認方法が不明確であった。 

●時期や業務内容の違い等により職員間において、 

業務偏りが生じてしまった。   など 

 

【運用状況の不備】 

P.31 に記載 
 

※「整備状況の不備」とは、対応策に不備がある、又は適切に実施されていなかった等の状態をい

い、「運用状況の不備」とは、実際にリスクが発生した状態をいう。 
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(2) 内部統制検討部会による評価 

ア リスク管理 

財務事務に関するリスク事案が発生した際は、発生状況や原因、対処法等につ

いて所管課が報告書を作成、提出し、庁内掲示板にて全職員に情報共有を図りま

した。令和６年度のリスク事案の発生件数は、令和５年度の件数と比較し横ばい

となりましたが、過年度に発生したリスク事案も含めると、僅かに増加しまし

た。 

リスクの発生要因として、課内のスケジュール管理や引継ぎの不備によるリス

ク事案が令和６年度においても一定数発生したことを受け、同様のミスの発生を

抑止するため、庁内掲示板で啓発を行いました。今後も同様のリスクの発生が考

えられることから、引継書、業務マニュアルの作成に関して全庁に継続的に周知

を行い、正確な事務引継やスケジュール管理の徹底に努めます。 

また、適正な事務の執行について、内部統制制度導入当初からマニュアルの重

要性やリスクについての注意喚起、研修等の取組を行ってきましたが、令和６年

度に過年度に発生したリスクとして不適切な事務処理による公金紛失等事案が判

明しました。 

今回の事案を重く受け止め、適正な業務遂行に努めていけるよう、再度気を引

き締めなおし、職員自身が職務に責任を持ち業務に取り組むことはもちろんのこ

と、制度運用の見直しを図りながら、チェックシートや研修内容等の見直しを適

宜行うことで、改めて実効性を確保した適正な事務を行っていく必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜令和６年度に発生したリスク事案…12 件＞ 

●負担金額の算定誤り／●支払い処理漏れ●支払い遅延 

●交付金の過誤交付／●申請書類の判定漏れ 

●公金紛失／●郵便物の誤送付／●補助金の交付金額誤り 

●入金先誤り／●口座振替の請求漏れ 
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イ 現金取扱い 

令和６年度は、出納事務チェックシートを用い各課のセルフチェックを促すと

ともに、各課の現金取扱事務マニュアルの活用及び現金取扱員の指定状況を確認

しました。しかし、セルフチェックが適切に実施されておらず、この取組過程で

既に生じていた公金紛失等事案の発見には至りませんでした。今後はセルフチェ

ック機能を適切に運用するため、調査の際は、当該制度の目的や具体的な確認方

法を明示することで、これまで以上に注意喚起を行うなど、運用を見直します。 

現金取扱については、各課においてマニュアルを作成し運用してきましたが、

年月の経過とともに役割分担が不明確となることがありました。そのため、令和

６年度は改めて現金取扱統一マニュアルを策定し、マニュアルに基づき事務を執

行することが、職員の義務であることを周知徹底しました。さらに全課を対象と

した現金取扱研修や、各課の出納員を対象とした説明会を実施し、統一マニュア

ルに基づいた各課のマニュアルの再整備を行いました。 

また、適切な現金取扱に係る取組状況を第三者的視点からチェックする機能を

強化するため、財務規則を改正し、会計管理者による検査規定を新設しました。

年度末に検査を実施した結果、検査対象となったすべての課等で現金取扱体制が

とられ、適切に取り組まれていました。今後も、マニュアル等に基づく事務執行

を推進していくため、各課での厳格な現金取扱が進むよう引き続き取り組む必要

があります。 

 

 

 

  

＜令和６年度実績＞ 

【現金取扱研修】 

日時：令和７年１月 23 日午前、１月 24 日午前 

受講対象：出納員及び現金取扱員（各課１名以上） 

受講者数：60 名 

●「現金を取り扱う際の意識が高まった」、「支出はもちろん、収入することの大切さ

もわかった」、「調定がとても重要な行為だと認識できた」などの感想が多くみられた。 

 

【会計事務課長説明会（少人数研修）】 

日時：令和７年１月～２月（14 回開催） 

受講対象：各課等の出納員（課長） 

受講者数：46 名 

 

【現地検査（抜打検査）】 

検査対象：常時現金を取り扱っている課・施設（今回対象：24 箇所） 

●現金取扱の基本である「複数人対応」、「課長による確認と管理」、「すみやかな収納」

が対象課等すべてで適正に行われていた。 

●日中の一時保管に関してアドバイスを行った。 
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ウ 研修の徹底 

公金紛失等事案の発生を受け、これまでイントラネット（内部ネットワーク）

等を利用し、動画配信で実施していた内部統制・コンプライアンス研修は、マニ

ュアルの実効性の確保を目的とし、管理監督職を対象に外部講師による対面研修

として実施しました。研修前半には、内部統制制度導入の経緯と公金紛失等事案

の概要と原因、令和５年度の内部統制取組結果の報告を行い、研修後半ではこれ

まで以上に実効性を確保した取組を行うため、外部講師による実際のリスク点検

票をテーマとしたグループワークを実施しました。グループで話し合い、見解を

発表することで、「リスク点検票」でのリスク対応の自己評価の重要性について

再確認することができました。加えて、対面研修に参加した職員を含む全職員を

対象に、イントラネット（内部ネットワーク）を使用した動画研修を１月に実施

しました。 

スマート申請を利用したアンケート集約では、受講者のほぼ全員が市としての

内部統制の取組を認識していることがわかりました。アンケートでは「課内の事

務のリスクの把握ができている」、「リスク事案を発生させてはいけないという意

識で事務を行えている」、「コンプライアンスの重要性について再認識できた」と

の回答がありました。また、内部通報制度の認知度については、86％と他の項目

に比べると低い結果であったため、今後も引き続き、研修や掲示板を通じて周知

を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和６年度実績＞ 

【内部統制・コンプライアンス研修（対面）】 

日時：令和６年 10 月 15 日（火）①午前９時～12 時 ②午後 1 時～4 時 

対象：管理監督職（係長級以上の職員） 

受講者数：①37 名 ②42 名 合計 79 名（対象者数：152 名） 受講率：52.0％ 

 

【内部統制・コンプライアンス研修（動画研修）】 

期間：令和７年１月６日（月）～１月３１日（金） 

対象：10 月 15 日（火）に対面研修を受講した管理監督職を含む全職員 

（正規職員、任期付職員、再任用職員、会計年度任用職員） 

受講者数：受講者数：650 名（対象者数：707 名） 受講率 91.9％ 

 

【現金取扱研修】 

P.32 に記載 

 

【マネジメント研修・管理職マネジメント研修】 

P.34 に記載 
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エ 管理職マネジメント能力の向上 

令和５年３月に改定した人材育成基本方針において、職層毎の役割と必要な能

力を明確化し、改正後の人事評価制度の能力評価項目と連動させ、管理職に必要

な能力として「業務マネジメント」、「人材マネジメント」、「働きやすい職場環境

づくり」を掲げました。令和６年度の人事評価では、新たに監督職が１次評価者

になることで、監督職の段階からマネジメント能力を醸成できる体制を構築しま

した。 

また、マネジメント研修は、監督職と管理職を対象に実施し、監督職に期待さ

れるマネジメント行動、管理職が持つべきコミュニケーション能力について、そ

れぞれ留意点を踏まえて再確認を行いました。監督職を対象に実施したマネジメ

ント研修では、人事評価の目的の確認を行い評価に取り組む中で、発生しやすい

「評価エラー」の事例検討をすることでマネジメント能力の向上につなげること

ができました。また、管理職を対象に実施したマネジメント能力向上研修では、

管理職が担う役割や持つべきコミュニケーション能力について確認を行いまし

た。管理職自身のストレスタイプを把握し、ストレスタイプ毎の行動傾向や向き

合い方について学ぶことにより、コミュニケーション能力やマネジメント力の向

上の参考とすることができました。 

  

<令和６年度実績> 

【人事評価研修】 

期間：令和６年４月８日（月）、10 日（水） 

計４回実施 

対象：人事評価制度の対象となる正規職員 

（新任管理職及び新規採用職員は必ず参加） 

受講者数：63 名 参加できなかった職員には動画配信で説明を実施 

 

【監督職マネジメント研修】 

日時：令和６年 11 月７日（水） 

   計２回実施 

対象：管理監督職員 

受講者数：38 名 

 

【管理職マネジメント能力向上研修】 

日時：令和６年 11 月 13 日（水） 

対象：管理職（次課長級職員） 

受講者数：①午前 23 名 ②午後 23 名 合計 46 名 
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オ 組織基盤の再構築 

令和６年度に発生したリスク事案の検証や職場状況チェックシートの内容から、

多忙や人員不足、職員が単独で対応したことによるリスクの発生及びダブルチェッ

クをしたにも関わらず見落としが発生することなどが課題として見えてきました。 

今後、人口減少や少子高齢化が加速し、市民ニーズが複雑化する中において、行

政が担うべき業務は増加の一途をたどることが予想されます。そのため、限られた

人員の中で、新たな行政需要へ対応しつつ、不祥事、不適切な事務処理を防いでい

くための体制の構築が求められています。人事異動や担当者の突然の病気休暇、任

期付職員を含む職員の退職などの不測の事態が発生した場合でも、業務が滞ること

がないよう引継書を作成する、また、業務マニュアルの作成や更新をしていくこと

が必要です。 

令和７年度からは、組織構造の見直しを検討するとともに、全庁的に働き方や職

場環境の課題整理を行い、組織強化や業務改善について、各部局、各課が主体的に

検討する体制を構築し、課題や意見を出し合うことで組織強化に努めます。 

同時に、自己申告制度において、個々の職員のキャリアプランを把握するためタ

レントパレットを活用し、適材適所の人員配置を行うことで、不祥事・マンネリを

抑制し、職場の活性化を図っていきます。 

また、職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上のための研修等を実施する

とともに、実効性を確保したチェック体制や業務遂行体制の構築に努めます。 

  

<令和６年度実績> 

●職員の年齢構成について、38 歳から 45 歳までの職員が少ない、歪な年齢構成

を解消すべく、新規採用職員の採用年齢条件を 45 歳まで引き上げた。 

結果：採用活動を３回実施 

合計 41 名採用 （内 38 歳から 45 歳は 16 名） 

 

●職場状況チェックシートの実施 

項目を見直し、職場状況チェックシートの確認を行った。 

・各職場においてビジョンや目標の共有ができているか、 

・課内での協力関係が適正に行えているか 

・風通しの良い職場となっているか  など 

 

●自己申告制度の申告項目の刷新 

システム上で自身が記録、申告できるよう申告方法を変更した。 

人事担当者の異動があった場合も、データの蓄積により、職員個々のキャリア

プランを把握し、適材適所の人員配置に活用していく。 
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４ 今後の方向性と取組 

泉南市では内部統制制度導入当初から、マニュアルの重要性やリスクについての注

意喚起、研修等の取組を行ってきましたが、令和６年度に過年度のリスク事案として

不適切な事務処理による公金紛失等事案が判明しました。今回の事案を重く受け止

め、再度、気を引き締めなおし、職員自身が職務に責任を持ち、適切な業務遂行につ

なげていかなければなりません。 

令和６年度のリスク事案の発生件数は令和５年度と比較し横ばいとなりました。リ

スクの内容に関しては、依然として支払い誤りやスケジュール管理の不備が継続して

発生していることから、引き続き、各所属においてリスク事案発生の未然防止、再発

防止にも取り組むことが重要であると考えます。また、公金紛失等事案から見えてき

た課題や再発防止策についても、より実効性を確保した取組としていくため、各種チ

ェックシートやマニュアル等の見直しを適宜行うことで、セルフチェック機能の向上

に努め、会計管理者による検査など第三者の視点を踏まえたチェックや必要な指導を

行うことで、職員一人ひとりが職務に責任を持ち適切な業務遂行につなげていくこと

ができるよう努めます。 

また、職場状況チェックシートやリスクの発生原因から見えてきた課題として、組

織の再構築にも取り組む必要があります。令和７年度より、組織構造の見直しや働き

方、職場環境の課題整理を行うため、各部局、各課が主体的に検討する体制を構築

し、課題や意見を出し合うことで組織強化に全庁一丸となって取り組んでいきます。 

さらに、これまでに包括外部監査において指摘があった不備を改善することは、財

務事務の執行を強化し、仕事の質を上げることにつながります。そのため、令和６年

度に引き続き、委託契約に関する財務事務の執行について、統一的な事務処理ができ

るよう、マニュアルの見直しや研修の実施等も含めた取組を継続し、職員の適正な事

務に関する理解を更に深めていきます。 

これまでの取組から見えてきたことをより実効性のあるものとして、新たな統制環

境の充実を図りつつ、常に効果的な手法を模索しながらＰＤＣＡサイクルを回してい

くことに努めます。内部統制制度の組織への浸透と定着、職員のより主体的な取組の

周知徹底を図ることで、適正かつ効率的な行政執行に努め、市民から信頼される行政

サービスを安定的・持続的に提供していくことをめざします。 

 

 


